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8. 用語集

8.1 AI関連

〔 1 〕 AI
Artificial Intelligenceの略。AIに関する確立した定義はないが、本書におい

ては、AIを「人工的にコンピュータ上に人間と同様の知能を実現させようと
する試みや技術全般のこと。」と定義した。また、官民データ活用推進基本法

（平成28年法律第103号）では、人工的な方法による学習、推論、判断等の知
的な機能の実現及び人工的な方法により実現した当該機能の活用に関する技術
と定義されている。

〔 2 〕 チャットボット
人工知能等を活用した自動会話サービスのことであり、新たなコミュニケー

ション手段として注目を集めている。

〔 3 〕 音声認識
人間の音声をAIが認識し、文字列への変換、音声の特徴の把握、話者の特

定等を行う技術

〔 4 〕 画像認識
画像から基本要素を取り出し、統計的なデータを得る画像処理技術を指す。

画像解析の対象となる分野は衛星写真、指紋認証、セキュリティカメラ、医用
画像など多岐にわたる。

8.2 RPA関連

〔 1 〕 RPA
本書では「パソコンのマウスやキーボードの操作のソフトウェアによる自動

化」と定義した。また、政府CIOポータルHP「世界最先端デジタル国家創造
宣言・官民データ活用推進基本計画」（令和元（2019）年 6 月14日閣議決定）
用語集では「Robotic Process Automationの略である。AI等の技術を用いて、
業務効率化・自動処理を行うことである」と定義されている。・・・政府CIO
ポータルHP「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計
画」（令和元（2019）年 6 月14日閣議決定）用語集より
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20190614/siryou3.pdf、 最 終
アクセス2019年12月24日

〔 2 〕 サーバ型
RPAロボットがサーバ内で働き、業務を横断的に管理して作業を自動化す

るRPAツール。サーバ内で動いていることから、あらゆる大量のデータや
ルールをサーバ内で一括管理できる。

〔 3 〕 クラウド型
RPAロボットがクラウド環境で動き、ユーザはインターネット上のクラウ

ドサービスにログインし、Webブラウザ上での作業を自動化させるRPAツー
ル

〔 4 〕 開発型
プログラム言語と連携したシナリオ実行など高度な設定が可能なRPAツー

ル

〔 5 〕 設定型
ソフトウェアをPCに実装し、各PCで行う作業を自動化するRPAツール
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8.3 その他

〔 1 〕 IoT
「Internet of Things（モノのインターネット）の略である。自動車、家電、

ロボット、施設などあらゆるモノがインターネットにつながり、情報のやり取
りをすることで、モノのデータ化やそれに基づく自動化等が進展し、新たな付
加価値を生み出すというコンセプトを表した語である。」・・・政府CIOポー
タルHP「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」（令
和元（2019）年 6 月14日閣議決定）用語集よりhttp://www.kantei.go.jp/jp/
singi/it2/kettei/pdf/20190614/siryou3.pdf、最終アクセス2019年12月24日

〔 2 〕 Society 5.0
「「第 5 期科学技術基本計画」（平成28年 1 月22日閣議決定）において我が

国が目指すべき未来社会の姿として提唱された、狩猟社会（Society 1.0）、農
耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 4.0）に続く、
サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させた
システムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会

（Society）を指す。」・・・政府CIOポータルHP「世界最先端デジタル国家創
造宣言・官民データ活用推進基本計画」（令和元（2019）年 6 月14日閣議決定）
用語集よりhttp://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20190614/siryou3.
pdf、最終アクセス2019年12月24日

〔 3 〕 クラウドサービス
「インターネット等のブロードバンド回線を経由して、データセンタに蓄積

されたコンピュータ資源を役務（サービス）として、第三者（利用者）に対し
て遠隔地から提供するもの。事業者等によって定義されたインタフェースを用
いた、拡張性、柔軟性を持つ共用可能な物理的又は仮想的なリソースにネット
ワーク経由でアクセスするモデルを通じて提供され、利用者によって自由にリ
ソースの設定・管理が可能なサービスであって、情報セキュリティに関する十
分な条件設定の余地があるもの。」・・・政府CIOポータルHP「世界最先端デ
ジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」（令和元（2019）年 6 月
14 日 閣 議 決 定 ） 用 語 集 よ り http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/
pdf/20190614/siryou3.pdf、最終アクセス令和元（2019）年12月24日

〔 4 〕 ビッグデータ
「ボリュームが膨大でかつ構造が複雑であるが、そのデータ間の関係性など

を分析することで新たな価値を生み出す可能性のあるデータ群のこと。例え
ば、利用者が急激に拡大しているソーシャルメディア内のテキストデータ、携
帯電話・スマートフォンに組み込まれたGPS（全地球測位システム）から発生
する位置情報、時々刻々と生成されるセンサデータ等がある。」・・・政府CIO
ポータルHP「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計
画」（令和元（2019）年 6 月14日閣議決定）用語集よりhttp://www.kantei.
go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20190614/siryou3.pdf、 最 終 ア ク セ ス 令 和 元

（2019）年12月24日

〔 5 〕 オープンデータ
「国、地方公共団体及び事業者が保有する官民データのうち、国民誰もがイ

ンターネット等を通じて容易に利用（加工、編集、再配布等）できるよう、①
営利目的、非営利目的を問わず二次利用可能なルールが適用されたもの、②機
械判読に適したもの、③無償で利用できるもの、といういずれの項目にも該当
する形で公開されたデータのこと。（「オープンデータ基本指針」（平成29年 5
月30日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦
略会議決定））」・・・政府CIOポータルHP「世界最先端デジタル国家創造宣言・
官民データ活用推進基本計画」（令和元（2019）年 6 月14日閣議決定）用語集
よりhttp://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20190614/siryou3.pdf、
最終アクセス令和元（2019）年12月24日

〔 6 〕 BPR（業務改革）
BPR はBusiness Process Re-engineering の略である。既存の組織やビジネ

スルールを抜本的に見直し、利用者の視点に立って、業務プロセス全体につい
て職務、業務フロー、管理機構、情報システムを再設計すること

〔 7 〕 電子自治体
「コンピュータやネットワークなどの情報通信技術（IT）を行政のあらゆる

分野に活用することにより、国民・住民の方々や企業の事務負担の軽減や利便
性の向上、行政事務の簡素化・合理化などを図り、効率的・効果的な政府・自
治体を実現しようとするもの。」（総務省ホームページより）http://www.
soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/daityo/juuki08.html、 最 終
アクセス令和元（2019）年12月24日
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〔 8 〕 デジタルファースト
「デジタル技術を徹底的に活用し、デジタル処理を前提としたサービス設計

を行うこと。」・・・政府CIOポータルHP「世界最先端デジタル国家創造宣言・
官民データ活用推進基本計画」（令和元（2019）年 6 月14日閣議決定）用語集
よりhttp://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20190614/siryou3.pdf、
最終アクセス令和元（2019）年12月24日

〔 9 〕 生産性向上
「「生産性」とは、その効率性を指す概念であり、これを定量的に表す指標の

一つとして「労働生産性」が用いられている。労働生産性とは、一般に、就業
者一人当たりあるいは就業 1 時間当たりの経済的な成果として計算される。
労働生産性について、我が国の国際的な位置づけをみてみると、OECD加盟
35カ国の中では21位にあたり、米国を始めとするG 7 各国の中では最下位と
なっている。」（総務省「平成30年版 情報通信白書」P103より）

〔10〕 スマート自治体
「システムやAI等の技術を駆使して、効果的・効率的に行政サービスを提供

する自治体。」（総務省「地方自治体における業務プロセス･システムの標準化
及びAI･ロボティクスの活用に関する研究会報告書～「Society 5.0時代の地方」
を実現するスマート自治体への転換～」） http://www.soumu.go.jp/main_
content/000621390.pdf、最終アクセス令和元（2019）年12月24日

〔11〕 BPO
「情報システムの運営管理を請け負う従来のアウトソーシングと異なり、事

務や顧客対応などを含めた業務プロセス全体を請け負うビジネスのことであ
る。」（総務省「平成18年版 情報通信白書」P92より）
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